
To Realize Reliable Welfare, Public Health and Medical Care Services 
for Present and Future Generations

(3) 障害者（児）への支援
　東京都は、平成30 年3 月に策定した「東京都障害者・障害児施策推進計画」に基づき、障害者施策の総合的な展開に取り組んでいきます。

障害者手帳の所持者数
　現在、都内には身体障害者手帳の交付を受けている人が約  48  万９千人、愛の手帳（知的障害者・児を対象）の交付を受けている
人が約９万３千人、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人が約  12  万７千人います（令和２年３月末現在）。

障害者（児）の現状
　令和 5 年度末までに、グループホームや就労のための訓練の場
等について、7,660 人分の定員を新たに確保します。

障害者の地域生活基盤の重点的整備（特別助成）　
◯障害者（児）の地域での生活を支えるサービス基盤の充実を図る
ため、施設整備を行う設置者の負担を軽減する特別助成を実施し、
地域生活の基盤整備を促進します。 また、児童発達支援センター、
主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所・放課後等デ
イサービス事業所を未設置地域に設置する場合、補助額を上乗せ
し、障害児の支援体制の構築を推進します。

　地域社会における共生の実現に向けて、障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するため平成25年4 月、「障害者自立支
援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律（障害者総合支援法）」とするとともに障害者の定義に難
病等が追加され、平成30 年4 月から、就労定着支援や自立生活援
助のサービスが開始されました。

福祉サービス
　福祉サービスは、個別に支給決定が行われる「障害福祉サービ
ス」と、区市町村の創意工夫により、利用者の状況に応じて柔軟に
実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。
　「障害福祉サービス」は、介護の支援を受ける場合の「介護給付」
と、訓練等の支援を受ける場合の「訓練等給付」に分けられます。ま
た、地域生活へ移行・定着を支援する「地域相談支援給付」及び
サービス等の利用・継続を支援する「計画相談支援給付」がありま
す。「地域生活支援事業」は、事業内容や利用者負担が、区市町村
ごとに異なります。

障害者・障害児地域生活支援3か年プラン
（令和３年度から令和５年度）

障害者総合支援法
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◯福祉サービスの体系 ◯日中活動と住まいの場の組合せ
  入所施設のサービスを、昼のサービス（日中活動事業）と夜のサー
ビス（居住支援事業）に分けることにより、サービスの組合せを
選択できます。
　事業を利用する際には、利用者一人ひとりの個別支援計画が
作成され、利用目的にかなったサービスが提供されます。

◯障害福祉サービス利用の手続
　サービスの利用を希望する方は、区市町村の窓口に申請し、障
害支援区分（※）について認定を受けます。
　利用者は「サービス等利用計画案」を「指定特定相談支援事
業者」で作成し、区市町村に提出します。
　区市町村は、提出された計画案や勘案すべき事項を踏まえ、
支給決定します。
　「指定特定相談支援事業者」は、支給決定された後にサービス
担当者会議を開催し、サービス事業者等との連絡調整を行い、

「サービス等利用計画」を作成します。
　その後サービス利用が開始されます。

※障害支援区分とは
障害支援区分は、障害の多様な特性その他心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すもので、6 段階
の区分（区分1 から6：区分6 の方が支援の必要度が高い。）に分けられます。
移動や動作等に関連する項目（12 項目）、身の回りの世話や日常生活等に関連する項目（16 項目）、意思疎通等に関連する項目（6
項目）、行動障害に関連する項目（34 項目）、特別な医療に関連する項目（12 項目）の計80 項目の調査を行い、審査会での総合的
な判定を踏まえて区市町村が認定します。

※同行援護の利用申請の場合は、更に同行援護アセスメント票によるアセスメントを行います。ただし、身体介護を伴わない場合
は、障害支援区分の認定は行わないものとします。

※訓練等給付を利用する方は原則として障害支援区分の認定は必要ありませんが共同生活援助（グループホーム）を利用する方の
うち、介護給付を利用しようとする方については、障害支援区分の認定が必要となります。
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◯障害福祉サービス及び障害児支援の利用者負担額
　利用者負担には、所得に応じた負担上限月額が設定されていま
す（別途個別減免などの負担軽減措置あり）。食費や光熱水費は、

原則実費負担です（負担軽減措置あり）。

自立支援医療（精神通院医療、更生医療、育成医療）
自立支援医療の利用者負担額
　利用者負担には、所得に応じた月額負担上限額が設定されて
います（詳しくは都又は区市町村で確認してください。）。入院時
の食事療養費又は生活療養費（いずれも標準負担額相当）は、
原則自己負担です（負担軽減措置あり）。
　精神通院医療については、申請により、区市町村民税非課税
世帯に属する精神障害者の利用者負担を、都独自に助成等を行
い、無料としています。

補装具・日常生活用具
◯補装具費の支給
　支給決定は、障害者又は障害児の保護者からの申請に基づき、
区市町村が行います。
◯日常生活用具の給付・貸与
　給付決定は、障害者又は障害児の保護者からの申請に基づき、
区市町村が行います。
◯補装具費・日常生活用具の利用者負担額
　補装具費の利用者負担には、所得に応じた月額負担上限額が
設定されています（一定所得以上の方は補装具費支給対象外で
す。）。
　日常生活用具の利用者負担は、区市町村が決定します。

  

　平成 24 年 4 月 1 日から、児童福祉法に基づく障害児を対象と
した施設・事業が変わり、施設体系について、通所・入所の利
用形態の別により一元化されています。
　また、18 歳以上の障害児施設入所者については、障害者総合
支援法の障害者施策で対応することになりました。

児童福祉法（障害児支援）

ヘルプマーク・ヘルプカードの普及啓発
　義足や人工関節を使用している方、内部障害
や難病の方、妊娠初期の方など、援助や配慮
を必要としていることが外見からは分からない
方々が、援助を得やすくなるよう、周囲の方に
配慮を必要としていることを知らせる「ヘルプ
マーク」や、障害者が緊急時や平時に周囲へ
支援を求める際に活用する「ヘルプカード」の
普及啓発を行います。

区市町村ヘルプマーク活用推進事業
　区市町村が地域の実情に応じて実施するヘルプマークの配布や
公共施設等における活用等に対して補助することにより、ヘルプ
マークの普及を図ります。

ヘルプカード活用促進事業
　ヘルプカードの活用を促進するため、区市町村におけるヘルプ
カードに関する学習会・セミナー等の普及啓発、ヘルプカードを
活用した防災訓練の実施などの取組を支援します。

  

　一人ひとりの希望や状況に応じて利用できる日中活動の場の確
保等を通じた社会参加の推進に取り組んでいます。

コミュニケーション手段の確保と情報提供
　障害者の社会参加を促進するため、次の事業を実施しています。
◯盲ろう者通訳・介助者の養成、派遣

◯Service centers for vision- and hearing-impaired persons
◯Library reference service for vision-impaired persons

◯Creation and rental of library materials for vision-impaired 
persons
◯Information network in Braille
◯Creation and distribution of materials printed in Braille/tape
◯Training of sign language interpreter/notetaker (scribe)
◯Training of sign language and speech reading training course for 
persons with acquired hearing loss or with hearing impairment
◯Support in mutual communications for hearing-impaired 
persons

共生社会の実現

社会参加の支援

■東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例

　東京に暮らし、東京を訪れる全ての人が障害の有無により分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生
する社会の実現を目指し、条例を制定しました。

【施行日】平成 30 年 10 月 1 日

○民間事業者による「合理的配慮の提供」の義務化（障害者差別解消法では努力義務）
※合理的配慮の提供：障害者から、手助けや必要な配慮についての意思を伝えられたとき、負担が重すぎない範囲で、対
話に基づいて、必要かつ合理的な対応をすること。

○障害者や関係者、民間事業者等からの相談を受け付ける広域支援相談員の配置（東京都障害者権利擁護センター）
○相談支援を行っても解決しない事案について、新たに調整委員会を設置するなど紛争解決の仕組みを整備

条例のポイント
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する社会の実現を目指し、条例を制定しました。

【施行日】平成 30 年 10 月 1 日

○民間事業者による「合理的配慮の提供」の義務化（障害者差別解消法では努力義務）
※合理的配慮の提供：障害者から、手助けや必要な配慮についての意思を伝えられたとき、負担が重すぎない範囲で、対
話に基づいて、必要かつ合理的な対応をすること。

○障害者や関係者、民間事業者等からの相談を受け付ける広域支援相談員の配置（東京都障害者権利擁護センター）
○相談支援を行っても解決しない事案について、新たに調整委員会を設置するなど紛争解決の仕組みを整備

条例のポイント
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○盲ろう者支援センター事業
○視覚障害者用図書レファレンスサービス
○視覚障害者用図書の製作・貸出
○点字による即時情報ネットワーク
○点字録音刊行物作成配布
○手話通訳者の養成、要約筆記者の養成
○中途失聴者・難聴者対象の手話・読話講習会
○聴覚障害者意思疎通支援事業
○聴覚障害者コミュニケーション機器の貸出
○字幕入り映像ライブラリー製作・貸出
○失語症者向け意思疎通支援事業

手話のできる都民育成事業
　東京2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、日本
の手話及び外国の手話の普及啓発を図り、手話のできる都民を育
成し、手話人口の裾野を広げます。 

障害者デジタル技術支援総合基盤整備
　障害者のデジタル技術に関する利用相談や情報提供、展示など
を行っています。また、地域における障害者デジタル技術活用支援
者の養成を行っています。

身体障害者補助犬の給付
　身体障害者に対し、身体障害者補助犬（盲導犬・介助犬・聴導
犬）を給付します。

障害者休養ホーム
　障害者（児）が家族や仲間とくつろげる宿泊施設を指定し、施設
利用料の一部を助成します。

東京都障害者福祉会館
　障害者の福祉の増進を図るため、集会室の利用公開、相談など
を実施しています。

デジタル技術を活用した聴覚障害者コミュニケーション支援事業 
　聴覚障害者が都の窓口へ来庁や電話をする際に、デ ジタル技術
を活用した遠隔手話通訳等を実施し、都における聴覚障害者の情
報保障を推進します。

　障害の有無にかかわらず、誰もがスポーツに親しめる「スポーツ
都市東京」の実現と東京2020 パラリンピック競技大会の成功を目
指し、障害者スポーツの情報発信・普及啓発や環境整備を行うとと
もに、パラリンピックを始めとする国際大会を見据えた競技力向上
事業を実施しています。

障害者がスポーツに親しむきっかけや環境づくり
◯情報発信と普及啓発
　障害者スポーツ専用ポータルサイト「TOKYO 障スポ・ナビ」での
情報発信や、参加体験型スポーツイベント「チャレスポ！ TOKYO」
の開催等により、障害者スポーツの理解促進・普及啓発を推進する
とともに、障害者がスポーツを始めるきっかけづくりを行っていま
す。
　また、競技大会の観戦会等を通じて障害者スポーツの魅力発信
等を行うパラスポーツ応援プロジェクト「TEAMBEYOND」や、区市
町村等が主催する広く都民が集まるイベントにおいて、パラリン
ピック競技の体験や展示等を都が提供する事業「NO LIMITS 
CHALLENGE」を実施し、障害者スポーツの認知度向上やパラリン
ピック競技観戦の促進を図っています。
◯場の開拓と整備
　都内にある2 つの障害者スポーツセンターに加えて、障害のある
方や障害者スポーツ競技団体等が身近な地域でスポーツ活動が
できるよう、都内の特別支援学校を障害者スポーツの拠点の一つ
として位置付け、都立特別支援学校の体育施設活用を促進すると
ともに、スポーツ等の体験教室を実施しています。
　さらに、障害のある人のスポーツ施設利用に際して、施設管理者
が配慮すべき点等をまとめたマニュアルの周知を図るとともに、区
市町村が主体的に取り組む障害者スポーツ事業や体育施設にお
ける障害者スポーツの実施を促進するための工事を支援をするこ
とにより、地域における障害者スポーツの取組を促し、身近な地域
でスポーツを楽しむことができる環境を整備しています。
　また、障害者スポーツコンシェルジュ事業として、 障害者スポー
ツに関する相談窓口を開設し、企業や団 体等の支援や相互の連携
に向けて情報の提供及び交流 会の実施、新しくスポーツを始める
障害のある人への 情報提供・助言等を行っています。

◯人材の育成・確保
　スポーツ関係者等を対象としたセミナーの開催、障がい者ス
ポーツ指導員の資格取得の促進、研修会や フォーラムの開催等、
障害者のスポーツ活動を支える 人材の育成と資質向上を推進して
います。 
　また、障害者ボランティア情報配信システムを新た に開設し、ボ
ランティアに募集情報等をタイムリーに 提供し、活動機会の拡充を
図っています。

障害者スポーツの振興 ◯競技力向上
　パラリンピックなど国際大会で活躍する障害者アスリートの輩出
に向けて、選手の発掘・育成・強化や、障害者スポーツ団体を支援
し、競技力向上を図っています。

東京都障害者スポーツ大会の開催及び全国障害者スポーツ大会
への選手派遣
　スポーツを通じて、障害のある人が自らの体力の維持増進及び
社会への参加と相互の交流を促進させるとともに、都民の障害の
ある人に対する理解の増進を図ることにより、障害のある人の自立
の促進に寄与し、障害者スポーツの振興を図るため、東京都障害
者スポーツ大会を開催しています。
また、障害者スポーツの全国的な祭典である全国障害者スポーツ
大会へ選手・監督等を派遣しています。

東京都障害者スポーツセンター
　障害のある人がスポーツやレクリエーションを楽しめるように、
体育館やプールなどのスポーツ施設、集 会室などの文化施設、宿
泊施設、医事相談機能を備えた障害者スポーツ施設（２施設）があ
ります。

　長期の施設入所者や、いわゆる「社会的入院」の状態にある精神
障害者の地域生活への移行を促進するとともに、居住の場や在宅
サービスなどの地域生活基盤の充実に取り組んでいます。

地域での生活基盤の整備
　障害者（児）が地域で安心して暮らすことができるよう、「障害者・
障害児地域生活支援3か年プラン」を策定し、地域居住の場である
グループホームや日中活動の場である通所施設、ショートステイ、
児童発達支援センターなどの地域生活基盤の整備を促進します。

定期借地権の一時金に対する補助
　公有地又は民有地に定期借地権を設定して整備を行う事業者に
対して、一時金の一部を補助することにより、障害者（児）施設の整
備を促進します。

借地を活用した障害者（児）施設設置支援事業
　国有地又は民有地を借り受けて整備を行う事業者に対して、借
地料の一部を補助することにより、障害者（児）施設の整備を促進
します。

地域移行促進コーディネート事業
　障害者支援施設に地域移行促進コーディネーターを 配置し、都
内施設と都外施設相互間の連携を図りながら、区市町村や相談支
援事業所との連携体制を構築するとともに、新規開拓・受入促進員
を配置し、重度障 害者に対応する地域の受け皿の掘り起し等を実
施する ことにより、施設入所者の地域生活への移行を促進します。

都外施設入所者地域移行特別支援事業
　都外の障害者支援施設に入所する障害者を受け入れた都内の
グループホームに対して、地域生活移行当初の支援に要する経費
の一部を補助することにより、地域生活への移行及び定着を促進
します。

障害者地域生活移行・定着化支援事業
　地域生活への移行を希望する重度の入所施設利用者が、希望す
る地域でサービスを利用しながら安心して暮らせるよう、グループ
ホームへの移行後の相談援助等について支援を行うとともに、地
域で暮らす障害者及びその家族が将来にわたって地域で暮らし続
けるイメージを持つことを目的とした普及啓発等を行うことにより、
潜在的な入所待機者の解消を図ります。
　また、都外施設利用者の地域移行を支援する相談支援事業所に
対し、支援に要する経費の一部を補助することにより、都内への地
域移行を促進するとともに、相談支援事業所の機能強化を図りま
す。

障害児支援体制整備促進事業
　区市町村が障害児福祉計画に基づき実施する取組を支援する
ことにより、地域の実情に応じた障害児支援の体制整備の促進を
図ります。

児童発達支援センター地域支援体制確保事業
　児童発達支援センターが行う地域支援・地域連携の取組を支援
することにより、障害児の地域支援体制整備の促進を図ります。

障害児の放課後等支援事業　新規
　地域の実情に応じて、重症心身障害児や医療的ケア 児に対して
放課後等支援を実施する区市町村を支援します。

障害者グループホーム体制強化支援事業
　身体又は行動の特性上、特別な支援を必要とする重度の利用者
を受け入れるために、手厚い職員配置を行って体制を確保するグ
ループホームを支援します。

グループホーム地域ネットワーク事業
　地域のグループホーム同士がネットワークを構築し、職員の人材
育成やグループホーム相互の連携強化等を進めることで、支援の
質の向上を図ります。

地域移行とサービス基盤整備の促進
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○盲ろう者支援センター事業
○視覚障害者用図書レファレンスサービス
○視覚障害者用図書の製作・貸出
○点字による即時情報ネットワーク
○点字録音刊行物作成配布
○手話通訳者の養成、要約筆記者の養成
○中途失聴者・難聴者対象の手話・読話講習会
○聴覚障害者意思疎通支援事業
○聴覚障害者コミュニケーション機器の貸出
○字幕入り映像ライブラリー製作・貸出
○失語症者向け意思疎通支援事業

手話のできる都民育成事業
　東京2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、日本
の手話及び外国の手話の普及啓発を図り、手話のできる都民を育
成し、手話人口の裾野を広げます。 

障害者デジタル技術支援総合基盤整備
　障害者のデジタル技術に関する利用相談や情報提供、展示など
を行っています。また、地域における障害者デジタル技術活用支援
者の養成を行っています。

身体障害者補助犬の給付
　身体障害者に対し、身体障害者補助犬（盲導犬・介助犬・聴導
犬）を給付します。

障害者休養ホーム
　障害者（児）が家族や仲間とくつろげる宿泊施設を指定し、施設
利用料の一部を助成します。

東京都障害者福祉会館
　障害者の福祉の増進を図るため、集会室の利用公開、相談など
を実施しています。

デジタル技術を活用した聴覚障害者コミュニケーション支援事業 
　聴覚障害者が都の窓口へ来庁や電話をする際に、デ ジタル技術
を活用した遠隔手話通訳等を実施し、都における聴覚障害者の情
報保障を推進します。

　障害の有無にかかわらず、誰もがスポーツに親しめる「スポーツ
都市東京」の実現と東京2020 パラリンピック競技大会の成功を目
指し、障害者スポーツの情報発信・普及啓発や環境整備を行うとと
もに、パラリンピックを始めとする国際大会を見据えた競技力向上
事業を実施しています。

障害者がスポーツに親しむきっかけや環境づくり
◯情報発信と普及啓発
　障害者スポーツ専用ポータルサイト「TOKYO 障スポ・ナビ」での
情報発信や、参加体験型スポーツイベント「チャレスポ！ TOKYO」
の開催等により、障害者スポーツの理解促進・普及啓発を推進する
とともに、障害者がスポーツを始めるきっかけづくりを行っていま
す。
　また、競技大会の観戦会等を通じて障害者スポーツの魅力発信
等を行うパラスポーツ応援プロジェクト「TEAMBEYOND」や、区市
町村等が主催する広く都民が集まるイベントにおいて、パラリン
ピック競技の体験や展示等を都が提供する事業「NO LIMITS 
CHALLENGE」を実施し、障害者スポーツの認知度向上やパラリン
ピック競技観戦の促進を図っています。
◯場の開拓と整備
　都内にある2 つの障害者スポーツセンターに加えて、障害のある
方や障害者スポーツ競技団体等が身近な地域でスポーツ活動が
できるよう、都内の特別支援学校を障害者スポーツの拠点の一つ
として位置付け、都立特別支援学校の体育施設活用を促進すると
ともに、スポーツ等の体験教室を実施しています。
　さらに、障害のある人のスポーツ施設利用に際して、施設管理者
が配慮すべき点等をまとめたマニュアルの周知を図るとともに、区
市町村が主体的に取り組む障害者スポーツ事業や体育施設にお
ける障害者スポーツの実施を促進するための工事を支援をするこ
とにより、地域における障害者スポーツの取組を促し、身近な地域
でスポーツを楽しむことができる環境を整備しています。
　また、障害者スポーツコンシェルジュ事業として、 障害者スポー
ツに関する相談窓口を開設し、企業や団 体等の支援や相互の連携
に向けて情報の提供及び交流 会の実施、新しくスポーツを始める
障害のある人への 情報提供・助言等を行っています。

◯人材の育成・確保
　スポーツ関係者等を対象としたセミナーの開催、障がい者ス
ポーツ指導員の資格取得の促進、研修会や フォーラムの開催等、
障害者のスポーツ活動を支える 人材の育成と資質向上を推進して
います。 
　また、障害者ボランティア情報配信システムを新た に開設し、ボ
ランティアに募集情報等をタイムリーに 提供し、活動機会の拡充を
図っています。

障害者スポーツの振興 ◯競技力向上
　パラリンピックなど国際大会で活躍する障害者アスリートの輩出
に向けて、選手の発掘・育成・強化や、障害者スポーツ団体を支援
し、競技力向上を図っています。

東京都障害者スポーツ大会の開催及び全国障害者スポーツ大会
への選手派遣
　スポーツを通じて、障害のある人が自らの体力の維持増進及び
社会への参加と相互の交流を促進させるとともに、都民の障害の
ある人に対する理解の増進を図ることにより、障害のある人の自立
の促進に寄与し、障害者スポーツの振興を図るため、東京都障害
者スポーツ大会を開催しています。
また、障害者スポーツの全国的な祭典である全国障害者スポーツ
大会へ選手・監督等を派遣しています。

東京都障害者スポーツセンター
　障害のある人がスポーツやレクリエーションを楽しめるように、
体育館やプールなどのスポーツ施設、集 会室などの文化施設、宿
泊施設、医事相談機能を備えた障害者スポーツ施設（２施設）があ
ります。

　長期の施設入所者や、いわゆる「社会的入院」の状態にある精神
障害者の地域生活への移行を促進するとともに、居住の場や在宅
サービスなどの地域生活基盤の充実に取り組んでいます。

地域での生活基盤の整備
　障害者（児）が地域で安心して暮らすことができるよう、「障害者・
障害児地域生活支援3か年プラン」を策定し、地域居住の場である
グループホームや日中活動の場である通所施設、ショートステイ、
児童発達支援センターなどの地域生活基盤の整備を促進します。

定期借地権の一時金に対する補助
　公有地又は民有地に定期借地権を設定して整備を行う事業者に
対して、一時金の一部を補助することにより、障害者（児）施設の整
備を促進します。

借地を活用した障害者（児）施設設置支援事業
　国有地又は民有地を借り受けて整備を行う事業者に対して、借
地料の一部を補助することにより、障害者（児）施設の整備を促進
します。

地域移行促進コーディネート事業
　障害者支援施設に地域移行促進コーディネーターを 配置し、都
内施設と都外施設相互間の連携を図りながら、区市町村や相談支
援事業所との連携体制を構築するとともに、新規開拓・受入促進員
を配置し、重度障 害者に対応する地域の受け皿の掘り起し等を実
施する ことにより、施設入所者の地域生活への移行を促進します。

都外施設入所者地域移行特別支援事業
　都外の障害者支援施設に入所する障害者を受け入れた都内の
グループホームに対して、地域生活移行当初の支援に要する経費
の一部を補助することにより、地域生活への移行及び定着を促進
します。

障害者地域生活移行・定着化支援事業
　地域生活への移行を希望する重度の入所施設利用者が、希望す
る地域でサービスを利用しながら安心して暮らせるよう、グループ
ホームへの移行後の相談援助等について支援を行うとともに、地
域で暮らす障害者及びその家族が将来にわたって地域で暮らし続
けるイメージを持つことを目的とした普及啓発等を行うことにより、
潜在的な入所待機者の解消を図ります。
　また、都外施設利用者の地域移行を支援する相談支援事業所に
対し、支援に要する経費の一部を補助することにより、都内への地
域移行を促進するとともに、相談支援事業所の機能強化を図りま
す。

障害児支援体制整備促進事業
　区市町村が障害児福祉計画に基づき実施する取組を支援する
ことにより、地域の実情に応じた障害児支援の体制整備の促進を
図ります。

児童発達支援センター地域支援体制確保事業
　児童発達支援センターが行う地域支援・地域連携の取組を支援
することにより、障害児の地域支援体制整備の促進を図ります。

障害児の放課後等支援事業　新規
　地域の実情に応じて、重症心身障害児や医療的ケア 児に対して
放課後等支援を実施する区市町村を支援します。

障害者グループホーム体制強化支援事業
　身体又は行動の特性上、特別な支援を必要とする重度の利用者
を受け入れるために、手厚い職員配置を行って体制を確保するグ
ループホームを支援します。

グループホーム地域ネットワーク事業
　地域のグループホーム同士がネットワークを構築し、職員の人材
育成やグループホーム相互の連携強化等を進めることで、支援の
質の向上を図ります。

地域移行とサービス基盤整備の促進
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医療連携型グループホーム事業
　グループホームに、医療的ケアが必要な障害者に医療支援を行
う生活支援員を配置するとともに、勉強会を開催する等により、医
療との連携の検証・検討を行う区市町村を支援します。

障害福祉サービス等医療連携強化事業
　医療的ケアを要する障害者への支援のため、障害者支援施設等
に看護師を配置し、短期入所事業所等と訪問看護事業所の連携構
築や地域の障害者等に対する医療的な相談支援等に取り組む区
市町村を支援します。

短期入所開設準備経費等補助事業
　短期入所を新設する事業者に対して、家屋を借り上げる際に必
要な権利金等の開設準備経費の一部を補助することにより、短期
入所の設置促進を図ります。

障害福祉サービス等提供体制の継続支援事業　新規
　新型コロナウイルス感染症の発生した障害福祉サービス事業所
等が必要なサービスを継続して提供できるよう、通常時には発生し
ないかかり増し経費等に対して支援を行います。

在宅要介護者の受入体制整備事業　新規
　在宅で障害者を介護する家族等が新型コロナウイルス感染症に
感染した際に、介護が必要な障害者が緊急一時的に利用できる短
期入所事業所に支援員等を配置するなど受入体制を整備する区
市町村を支援します。

新型コロナウイルス集団 感染発生時等の職員応援派遣事業　新規
　障害者支援施設等で集団感染が発生し、職員の出勤停止によ
り、人員が不足した場合等に備え、関係団体と連携・調整をし、当該
施設等に対して応援職員を派遣する体制を確保します。

新型コロナウイルス感染症防止対策のための専門的相談・支援事
業　新規
　障害者支援施設等において、研修の実施など感染防止対策に係
る専門的な相談・支援を行うための体制を 確保します。

障害者（児）施設の感染症対策推進事業　新規
　障害者施設等における感染症対策の推進及び徹底を 図るため、
簡易陰圧装置等の設置経費等を補助します。

障害者支援施設等における新型コロナウイルス感染症対策強化事
業　新規
　感染者が発生した場合に影響が大きい障害者支援施設及び障
害児入所施設を対象として、スクリーニングを含むＰＣＲ検査等を
実施した場合の経費を支援します。

精神障害者地域移行体制整備支援事業
　指定一般相談支援事業者等に対し、専門
的な指導・助言や人材の育成のための研修
を行うほか、ピアサポーターの育成や活用に
向けた体制の整備を行うとともに、グループ
ホームの専用居室を活用した体験宿泊等を
通じて、円滑な地域生活への移行や安定し
た地域生活を送るための体制整備を行いま
す。

都営住宅
　家族向都営住宅募集の抽せん方式では、当せん確率が一般世帯
より5倍又は7倍高くなる制度があります。
　また、住宅困窮度の高い人から順に募集戸数分までの方を入居
予定者とするポイント方式があります。

　精神障害者、重症心身障害児（者）、発達障害児（者）、高次脳機
能障害者、医療的ケアを必要とする障害児への支援について、多様
な施策展開により充実を図っています。

地域における精神科医療提供体制の整備
　一般診療科との円滑な連携を構築するとともに、精神科病院と
診療所等の連携を強化し、身近な地域で必要な時に適切な医療を
受けられる体制整備を推進します。区市町村、保健所等関係機関と
連携し、医療中断等により地域での安定した生活が難しい精神障
害者に対するアウトリーチ支援を行います。

重症心身障害児（者）等在宅レスパイト支援
　在宅の重症心身障害児（者）及び医療的ケアを必要とする障害
児に対し、訪問看護師が自宅に出向いて一定時間ケアを代替し、当
該家族の休養を図ることにより、対象者の健康の保持とその家族の
福祉の向上を図ります。

重症心身障害児等の在宅療育支援
　在宅の重症心身障害児（者）及び医療的ケアを必要とする障害
児の家庭に看護師等を派遣し、看護技術の指導や療育相談を行い
ます。また、NICU 等に入院している対象者について、在宅での生活
を希望した際に円滑に移行できるよう、対象者とその家族への早期
支援や相談等を行うとともに、研修の実施等により地域の訪問看護
師のレベルアップを図るなど、支援の充実を図ります。

身近な地域の医療支援体制の充実

重症心身障害児（者）短期入所（受入促進員配置）
　ショートステイ実施施設において、高い看護技術を持った看護師
を受入促進員として配置し、特に医療ニーズが高い在宅の重症心
身障害児（者）の積極的な受入れの促進を図ります。

重症心身障害児（者）通所委託（受入促進員配置）
　医療型施設において、高い看護技術を持った看護師を受入促進
員として配置し、特に医療ニーズが高い在宅の重症心身障害児

（者）の積極的な受入れの促進を図ります。

重症心身障害児（者）通所運営費補助事業
　在宅の重症心身障害児（者）に日中活動の場を提供し、療育を
実践するため、都が区市町村を通じて通所施設における適切な
療育環境の確保を図ります。

重症心身障害児施設における看護師確保対策事業
　医療型障害児入所施設、療養介護事業所等で働く看護師に対
し、研修及び資格取得の機会を提供するとともに、勤務環境の改善
及び看護師募集対策の充実を図ることにより、看護師の確保・定着
を図ります。

医療的ケア児に対する支援のための体制整備
　医療的ケアを必要とする障害児の支援に係る関係機関相互の連
絡調整や意見交換を行う協議会を設置するとともに、地域で医療
的ケア児等に対する支援を適切に行うことができる人材を養成す
るための各種研修を実施します。

医療的ケア児訪問看護推進モデル事業
　医療的ケアを必要とする障害児に対応する訪問看護ステーショ
ンの拡大を図るため、訪問看護ステーションに対して同行訪問等の
研修や運営相談等を行うモデル事業を実施します。

発達障害者支援体制整備推進事業
　発達障害児（者）支援体制の充実を図るため、区市町村の相談支
援員や、医療従事者など専門的人材の育成を進めます。また、発達
障害に対する支援拠点の整備や関係機関連携など、区市町村の支
援体制の構築を支援します。

ぺアレントメンター養成・派遣事業
　発達障害児（者）の家族の社会的及び心理的孤立を防ぎ、地域で
安心して生活できるよう、同じ発達障害のある子供を持つ親の立場
から相談・助言するペアレントメンターの養成や、家族同士で支援
できる体制の構築等を支援します。

発達障害専門医療機関ネットワーク構築事業
　専門性の高い医療機関を中心としたネットワークを構築し、地
域の医療機関に対して実地研修等を実施することで、発達障害を
早期に診断する体制を確保します。

高次脳機能障害支援普及事業
　高次脳機能障害者の支援拠点である心身障害者福祉センター
において、高次脳機能障害者とその家族に対する専門的な相談
支援を実施するとともに、区市町村や関係機関との地域支援ネッ
トワークの構築や人材育成研修、都民への広報・啓発等を実施し、
支援の充実を図ります。
　また、高次脳機能障害のリハビリの中核を担う病院において、
医療機関や地域の支援機関との連携強化を図るとともに、医療従
事者等を対象とした研修を行います。

区市町村高次脳機能障害者支援促進事業
　区市町村に高次脳機能障害者支援員を配置し、高次脳機能障
害者とその家族に対する相談支援を実施するとともに、地域の医
療機関や就労支援センターなど関係機関との連携を図り、身近な
地域での支援の充実を図ります。

　障害者がそれぞれの状況に応じて、安心して働き続けられるよ
う、行政・企業・福祉施設が一体となって支援していきます。
 

自立に向けた就労促進策の拡充
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医療連携型グループホーム事業
　グループホームに、医療的ケアが必要な障害者に医療支援を行
う生活支援員を配置するとともに、勉強会を開催する等により、医
療との連携の検証・検討を行う区市町村を支援します。

障害福祉サービス等医療連携強化事業
　医療的ケアを要する障害者への支援のため、障害者支援施設等
に看護師を配置し、短期入所事業所等と訪問看護事業所の連携構
築や地域の障害者等に対する医療的な相談支援等に取り組む区
市町村を支援します。

短期入所開設準備経費等補助事業
　短期入所を新設する事業者に対して、家屋を借り上げる際に必
要な権利金等の開設準備経費の一部を補助することにより、短期
入所の設置促進を図ります。

障害福祉サービス等提供体制の継続支援事業　新規
　新型コロナウイルス感染症の発生した障害福祉サービス事業所
等が必要なサービスを継続して提供できるよう、通常時には発生し
ないかかり増し経費等に対して支援を行います。

在宅要介護者の受入体制整備事業　新規
　在宅で障害者を介護する家族等が新型コロナウイルス感染症に
感染した際に、介護が必要な障害者が緊急一時的に利用できる短
期入所事業所に支援員等を配置するなど受入体制を整備する区
市町村を支援します。

新型コロナウイルス集団 感染発生時等の職員応援派遣事業　新規
　障害者支援施設等で集団感染が発生し、職員の出勤停止によ
り、人員が不足した場合等に備え、関係団体と連携・調整をし、当該
施設等に対して応援職員を派遣する体制を確保します。

新型コロナウイルス感染症防止対策のための専門的相談・支援事
業　新規
　障害者支援施設等において、研修の実施など感染防止対策に係
る専門的な相談・支援を行うための体制を 確保します。

障害者（児）施設の感染症対策推進事業　新規
　障害者施設等における感染症対策の推進及び徹底を 図るため、
簡易陰圧装置等の設置経費等を補助します。

障害者支援施設等における新型コロナウイルス感染症対策強化事
業　新規
　感染者が発生した場合に影響が大きい障害者支援施設及び障
害児入所施設を対象として、スクリーニングを含むＰＣＲ検査等を
実施した場合の経費を支援します。

精神障害者地域移行体制整備支援事業
　指定一般相談支援事業者等に対し、専門
的な指導・助言や人材の育成のための研修
を行うほか、ピアサポーターの育成や活用に
向けた体制の整備を行うとともに、グループ
ホームの専用居室を活用した体験宿泊等を
通じて、円滑な地域生活への移行や安定し
た地域生活を送るための体制整備を行いま
す。

都営住宅
　家族向都営住宅募集の抽せん方式では、当せん確率が一般世帯
より5倍又は7倍高くなる制度があります。
　また、住宅困窮度の高い人から順に募集戸数分までの方を入居
予定者とするポイント方式があります。

　精神障害者、重症心身障害児（者）、発達障害児（者）、高次脳機
能障害者、医療的ケアを必要とする障害児への支援について、多様
な施策展開により充実を図っています。

地域における精神科医療提供体制の整備
　一般診療科との円滑な連携を構築するとともに、精神科病院と
診療所等の連携を強化し、身近な地域で必要な時に適切な医療を
受けられる体制整備を推進します。区市町村、保健所等関係機関と
連携し、医療中断等により地域での安定した生活が難しい精神障
害者に対するアウトリーチ支援を行います。

重症心身障害児（者）等在宅レスパイト支援
　在宅の重症心身障害児（者）及び医療的ケアを必要とする障害
児に対し、訪問看護師が自宅に出向いて一定時間ケアを代替し、当
該家族の休養を図ることにより、対象者の健康の保持とその家族の
福祉の向上を図ります。

重症心身障害児等の在宅療育支援
　在宅の重症心身障害児（者）及び医療的ケアを必要とする障害
児の家庭に看護師等を派遣し、看護技術の指導や療育相談を行い
ます。また、NICU 等に入院している対象者について、在宅での生活
を希望した際に円滑に移行できるよう、対象者とその家族への早期
支援や相談等を行うとともに、研修の実施等により地域の訪問看護
師のレベルアップを図るなど、支援の充実を図ります。

身近な地域の医療支援体制の充実

重症心身障害児（者）短期入所（受入促進員配置）
　ショートステイ実施施設において、高い看護技術を持った看護師
を受入促進員として配置し、特に医療ニーズが高い在宅の重症心
身障害児（者）の積極的な受入れの促進を図ります。

重症心身障害児（者）通所委託（受入促進員配置）
　医療型施設において、高い看護技術を持った看護師を受入促進
員として配置し、特に医療ニーズが高い在宅の重症心身障害児

（者）の積極的な受入れの促進を図ります。

重症心身障害児（者）通所運営費補助事業
　在宅の重症心身障害児（者）に日中活動の場を提供し、療育を
実践するため、都が区市町村を通じて通所施設における適切な
療育環境の確保を図ります。

重症心身障害児施設における看護師確保対策事業
　医療型障害児入所施設、療養介護事業所等で働く看護師に対
し、研修及び資格取得の機会を提供するとともに、勤務環境の改善
及び看護師募集対策の充実を図ることにより、看護師の確保・定着
を図ります。

医療的ケア児に対する支援のための体制整備
　医療的ケアを必要とする障害児の支援に係る関係機関相互の連
絡調整や意見交換を行う協議会を設置するとともに、地域で医療
的ケア児等に対する支援を適切に行うことができる人材を養成す
るための各種研修を実施します。

医療的ケア児訪問看護推進モデル事業
　医療的ケアを必要とする障害児に対応する訪問看護ステーショ
ンの拡大を図るため、訪問看護ステーションに対して同行訪問等の
研修や運営相談等を行うモデル事業を実施します。

発達障害者支援体制整備推進事業
　発達障害児（者）支援体制の充実を図るため、区市町村の相談支
援員や、医療従事者など専門的人材の育成を進めます。また、発達
障害に対する支援拠点の整備や関係機関連携など、区市町村の支
援体制の構築を支援します。

ぺアレントメンター養成・派遣事業
　発達障害児（者）の家族の社会的及び心理的孤立を防ぎ、地域で
安心して生活できるよう、同じ発達障害のある子供を持つ親の立場
から相談・助言するペアレントメンターの養成や、家族同士で支援
できる体制の構築等を支援します。

発達障害専門医療機関ネットワーク構築事業
　専門性の高い医療機関を中心としたネットワークを構築し、地
域の医療機関に対して実地研修等を実施することで、発達障害を
早期に診断する体制を確保します。

高次脳機能障害支援普及事業
　高次脳機能障害者の支援拠点である心身障害者福祉センター
において、高次脳機能障害者とその家族に対する専門的な相談
支援を実施するとともに、区市町村や関係機関との地域支援ネッ
トワークの構築や人材育成研修、都民への広報・啓発等を実施し、
支援の充実を図ります。
　また、高次脳機能障害のリハビリの中核を担う病院において、
医療機関や地域の支援機関との連携強化を図るとともに、医療従
事者等を対象とした研修を行います。

区市町村高次脳機能障害者支援促進事業
　区市町村に高次脳機能障害者支援員を配置し、高次脳機能障
害者とその家族に対する相談支援を実施するとともに、地域の医
療機関や就労支援センターなど関係機関との連携を図り、身近な
地域での支援の充実を図ります。

　障害者がそれぞれの状況に応じて、安心して働き続けられるよ
う、行政・企業・福祉施設が一体となって支援していきます。
 

自立に向けた就労促進策の拡充
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東京都障害者就労支援協議会による連携強化
　経済団体、企業、労働・福祉・医療・教育関係機関、就労支
援機関、学識経験者等で構成する「東京都障害者就労支援協議
会」を通じて関係機関で連携しつつ、社会全体で障害者雇用の
拡大に取り組む機運を醸成します。

「東京チャレンジオフィス」の運営
　都庁において、知的障害者、精神障害者が会計年度任用職員
や短期実習生として就労経験を積む機会を提供することで、一般
企業への就労を支援します。

就労支援体制レベルアップ事業
　区市町村障害者就労支援センターのコーディネーターや就労移
行支援事業所の支援員等を対象に、障害者の就労支援を行う上
で必要な知識・情報、技術、コミュニケーション能力の習得に資
する体系的な研修を行い、就労支援に従事する人材の資質・能
力の向上を図ります。

就労支援機関連携スキル向上事業
　障害者の特性や企業ニーズを的確に把握し、障害者 の安定的
な雇用継続に向けた適切な支援を提供できる よう、就労支援機
関等を対象に、企業へのアプローチ・ マッチングや精神障害者の
就労支援に必要な医療機関 との連携及び就労定着支援に必要な
知識・スキルを付 与する各種研修を実施し、支援力の向上を図
ります。

区市町村障害者就労支援事業
　区市町村が設置する「区市町村障害者就労支援センター」に
おいて、就職準備から職場開拓、職場定着までの就労面の支援と、
就労に伴う生活面の支援を一体的に提供することで身近な地域で
の相談・支援体制を強化します。

精神障害者就労定着連携促進事業
　都内各障害者就業・生活支援センターに医療機関連 携コーディ
ネーターを配置し、就労支援機関と医療機 関との連携をすすめま
す。また、都内 6 圏域で精神障 害者就労支援連絡会を実施し、
精神障害者が地域で安定して働き続けるために必要な医療機関・
就労支援機 関・企業等の連携を促進します。

就労継続支援Ａ型事業所経営適正化事業
　就労継続支援Ａ型事業所に対し、経営改善セミナーの実施やア
ドバイザーの派遣等により、企業的経営手法の導入を図ることで、
収益性向上や業務の効率化等適正な事業所運営に向けた取組を支
援します。

福祉施設における工賃アップの推進
　区市町村が意欲ある事業所に対して経営コンサルタントを派遣
する経費及び工賃アップ推進経費を補助することで、都内の福祉
施設の工賃水準の向上を目指します。
　また、工賃引き上げのための研修を実施することにより、施設
職員の経営意識と利用者のモチベーションを高め、工賃向上に向
けた気運の醸成を図ります。

受注促進・工賃向上設備整備費補助事業
　受注機会の増大及び工賃向上を目的とした生産設備を整備す
る福祉施設に対して補助を行います。

区市町村ネットワークによる共同受注体制の構築
　都における共同受注体制の在り方を検討するとともに民需及び
官公需の開拓を行うことで、障害者就労施設における受注拡大及
び工賃向上を図ります。

福祉・トライアルショップの展開
　福祉施設の商品を扱うトライアルショップ「KURUMIRU」（くる
みる）を安定して運営することにより、就労継続支援 B 型事業所
における自主製品の販路拡大及び工賃向上を図ります。

商品開発等業務改善支援モデル事業　新規
　新たな販路開拓や利益率の向上に向け、商品開発、 営業手法、
作業に係る工程管理等への支援を、就労継 続支援Ｂ型事業所に
対してモデル事業として実施することにより、工賃向上の実現を図
ります。

作業所等経営ネットワーク支援事業
　福祉施設で働く障害者の工賃アップを目指して、区市町村が地
域の複数の作業所等をネットワーク化し、受注先開拓、共同受注、
共同商品開発、製品の販路拡大などの活動に取り組むことを支援
します。

職業訓練と職業相談
　公共職業訓練施設として東京障害者職業能力開発校がありま
す。就職等に関する相談は公共職業安定所などで行っています。

東京ジョブコーチ支援事業
　都独自に養成した「東京ジョブコーチ」が、障害者を雇用する
企業へ出向いて障害者、企業双方への支援を行うことにより、職
場定着を図ります。

　障害福祉サービス等の質の維持・向上のため、これらのサービ
スを担う人材を安定的に確保し、育成・定着を図っていきます。

障害福祉サービス等職員宿舎借り上げ支援事業
　職員住宅の借上げを支援することで、福祉・介護人材の確保・
定着を図るとともに、施設による防災の取組を計画的に進め、地
域の災害福祉拠点として、災害時の迅速な対応を推進します。

代替職員の確保による障害福祉従事者の研修支援事業
　都内の障害福祉サービス事業所等が職員の専門性の向上を図
るため研修等を受講させる場合に、受講期間中の代替職員を派
遣することで、福祉・介護職員の資質向上を図ります。

現任障害福祉サービス等職員資格取得支援事業
　障害福祉サービス事業所等で働く職員が国家資格を取得する際
に掛かる経費の一部を補助することにより、職員の育成及びサー
ビスの質の向上を図ります。

障害福祉サービス等事業者に対する経営管理研修事業
　障害福祉サービス事業所等の経営者等に対し、人材マネジメン
ト等の研修を実施することで、事業所における職員の定着や資質
向上を図ります。

区市町村障害福祉人材確保対策事業 
　区市町村が実施する障害福祉人材対策への支援を行うことで、
地域社会を支える障害福祉人材の確保・育成・定着を図ります。

障害福祉サービス事業所職員奨学金返済・育成支援事業
　奨学金返済相当額の手当支給と、計画的な人材育成に取り組
む事業者を支援し、福祉・介護人材の確保・育成・定着を図ります。

福祉・介護職員処遇改善加算取得促進事業
　福祉・介護職員処遇改善加算等の取得等に係る助言・指導等
を行うことにより、事業所における加算の新規取得を促進し、職
員の確保及び定着を図ります。

グループホーム従事者人材育成支援事業
　グループホームの従事者に対し、利用者への支援を行う際に必
要となる知識を習得するための研修を実施することで、グループ
ホームのサービスの質の向上を図ります。

障害者支援施設等支援力育成派遣事業　新規
　障害者支援施設等において、利用者の高齢・重度化や強度行
動障害等への対応力を向上させるため、専門職等を派遣し、施
設の支援力強化を図ります。

介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業 
　障害者施設等において、適切にたんの吸引等の医療的ケアを
行うことができる介護職員等を養成するとともに、たんの吸引等の
業務を行う従事者の認定及び事業者の登録等を行います。

デジタル技術を活用した 障害福祉サービス事業所等支援事業　
新規
　障害福祉サービス事業所等におけるデジタル技術の導 入を支
援し、障害福祉分野における生産性向上に向けた 取組を促進し
ます。

障害者支援施設デジタル技術等活用機器導入 支援モデル事業
　デジタル技術を活用した機器やロボット介護機器を障害 者支援
施設にモデル導入し、その効果検証を行うとともに 障害分野にお
ける活用について、普及啓発を図ります。

　障害者（児）に対する医療費の助成や、必要なときに適切な
医療が受けられるような医療制度の充実などの取組を進めていま
す。

心身障害者（児）医療費の助成
　重度の身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者を対
象に、一定の要件を満たす場合には、医療費の自己負担の一部
を助成しています。

精神障害者医療費の助成
　自立支援医療費（精神通院医療）の自己負担分の一部や 18 
歳未満の方の入院医療費の一部を助成しています。

手当の支給
　身体障害者（児）、知的障害者（児）に対する福祉の増進を図
ることを目的に、手当の支給を行っています。国の制度として、
特別障害者手当、障害児福祉手当、特別児童扶養手当があります。
都の制度として、重度心身障害者手当、心身障害者福祉手当な
どがあります。

障害者（児）に対する医療支援・手当の支給

サービスを担う人材の養成・確保
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東京都障害者就労支援協議会による連携強化
　経済団体、企業、労働・福祉・医療・教育関係機関、就労支
援機関、学識経験者等で構成する「東京都障害者就労支援協議
会」を通じて関係機関で連携しつつ、社会全体で障害者雇用の
拡大に取り組む機運を醸成します。

「東京チャレンジオフィス」の運営
　都庁において、知的障害者、精神障害者が会計年度任用職員
や短期実習生として就労経験を積む機会を提供することで、一般
企業への就労を支援します。

就労支援体制レベルアップ事業
　区市町村障害者就労支援センターのコーディネーターや就労移
行支援事業所の支援員等を対象に、障害者の就労支援を行う上
で必要な知識・情報、技術、コミュニケーション能力の習得に資
する体系的な研修を行い、就労支援に従事する人材の資質・能
力の向上を図ります。

就労支援機関連携スキル向上事業
　障害者の特性や企業ニーズを的確に把握し、障害者 の安定的
な雇用継続に向けた適切な支援を提供できる よう、就労支援機
関等を対象に、企業へのアプローチ・ マッチングや精神障害者の
就労支援に必要な医療機関 との連携及び就労定着支援に必要な
知識・スキルを付 与する各種研修を実施し、支援力の向上を図
ります。

区市町村障害者就労支援事業
　区市町村が設置する「区市町村障害者就労支援センター」に
おいて、就職準備から職場開拓、職場定着までの就労面の支援と、
就労に伴う生活面の支援を一体的に提供することで身近な地域で
の相談・支援体制を強化します。

精神障害者就労定着連携促進事業
　都内各障害者就業・生活支援センターに医療機関連 携コーディ
ネーターを配置し、就労支援機関と医療機 関との連携をすすめま
す。また、都内 6 圏域で精神障 害者就労支援連絡会を実施し、
精神障害者が地域で安定して働き続けるために必要な医療機関・
就労支援機 関・企業等の連携を促進します。

就労継続支援Ａ型事業所経営適正化事業
　就労継続支援Ａ型事業所に対し、経営改善セミナーの実施やア
ドバイザーの派遣等により、企業的経営手法の導入を図ることで、
収益性向上や業務の効率化等適正な事業所運営に向けた取組を支
援します。

福祉施設における工賃アップの推進
　区市町村が意欲ある事業所に対して経営コンサルタントを派遣
する経費及び工賃アップ推進経費を補助することで、都内の福祉
施設の工賃水準の向上を目指します。
　また、工賃引き上げのための研修を実施することにより、施設
職員の経営意識と利用者のモチベーションを高め、工賃向上に向
けた気運の醸成を図ります。

受注促進・工賃向上設備整備費補助事業
　受注機会の増大及び工賃向上を目的とした生産設備を整備す
る福祉施設に対して補助を行います。

区市町村ネットワークによる共同受注体制の構築
　都における共同受注体制の在り方を検討するとともに民需及び
官公需の開拓を行うことで、障害者就労施設における受注拡大及
び工賃向上を図ります。

福祉・トライアルショップの展開
　福祉施設の商品を扱うトライアルショップ「KURUMIRU」（くる
みる）を安定して運営することにより、就労継続支援 B 型事業所
における自主製品の販路拡大及び工賃向上を図ります。

商品開発等業務改善支援モデル事業　新規
　新たな販路開拓や利益率の向上に向け、商品開発、 営業手法、
作業に係る工程管理等への支援を、就労継 続支援Ｂ型事業所に
対してモデル事業として実施することにより、工賃向上の実現を図
ります。

作業所等経営ネットワーク支援事業
　福祉施設で働く障害者の工賃アップを目指して、区市町村が地
域の複数の作業所等をネットワーク化し、受注先開拓、共同受注、
共同商品開発、製品の販路拡大などの活動に取り組むことを支援
します。

職業訓練と職業相談
　公共職業訓練施設として東京障害者職業能力開発校がありま
す。就職等に関する相談は公共職業安定所などで行っています。

東京ジョブコーチ支援事業
　都独自に養成した「東京ジョブコーチ」が、障害者を雇用する
企業へ出向いて障害者、企業双方への支援を行うことにより、職
場定着を図ります。

　障害福祉サービス等の質の維持・向上のため、これらのサービ
スを担う人材を安定的に確保し、育成・定着を図っていきます。

障害福祉サービス等職員宿舎借り上げ支援事業
　職員住宅の借上げを支援することで、福祉・介護人材の確保・
定着を図るとともに、施設による防災の取組を計画的に進め、地
域の災害福祉拠点として、災害時の迅速な対応を推進します。

代替職員の確保による障害福祉従事者の研修支援事業
　都内の障害福祉サービス事業所等が職員の専門性の向上を図
るため研修等を受講させる場合に、受講期間中の代替職員を派
遣することで、福祉・介護職員の資質向上を図ります。

現任障害福祉サービス等職員資格取得支援事業
　障害福祉サービス事業所等で働く職員が国家資格を取得する際
に掛かる経費の一部を補助することにより、職員の育成及びサー
ビスの質の向上を図ります。

障害福祉サービス等事業者に対する経営管理研修事業
　障害福祉サービス事業所等の経営者等に対し、人材マネジメン
ト等の研修を実施することで、事業所における職員の定着や資質
向上を図ります。

区市町村障害福祉人材確保対策事業 
　区市町村が実施する障害福祉人材対策への支援を行うことで、
地域社会を支える障害福祉人材の確保・育成・定着を図ります。

障害福祉サービス事業所職員奨学金返済・育成支援事業
　奨学金返済相当額の手当支給と、計画的な人材育成に取り組
む事業者を支援し、福祉・介護人材の確保・育成・定着を図ります。

福祉・介護職員処遇改善加算取得促進事業
　福祉・介護職員処遇改善加算等の取得等に係る助言・指導等
を行うことにより、事業所における加算の新規取得を促進し、職
員の確保及び定着を図ります。

グループホーム従事者人材育成支援事業
　グループホームの従事者に対し、利用者への支援を行う際に必
要となる知識を習得するための研修を実施することで、グループ
ホームのサービスの質の向上を図ります。

障害者支援施設等支援力育成派遣事業　新規
　障害者支援施設等において、利用者の高齢・重度化や強度行
動障害等への対応力を向上させるため、専門職等を派遣し、施
設の支援力強化を図ります。

介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業 
　障害者施設等において、適切にたんの吸引等の医療的ケアを
行うことができる介護職員等を養成するとともに、たんの吸引等の
業務を行う従事者の認定及び事業者の登録等を行います。

デジタル技術を活用した 障害福祉サービス事業所等支援事業　
新規
　障害福祉サービス事業所等におけるデジタル技術の導 入を支
援し、障害福祉分野における生産性向上に向けた 取組を促進し
ます。

障害者支援施設デジタル技術等活用機器導入 支援モデル事業
　デジタル技術を活用した機器やロボット介護機器を障害 者支援
施設にモデル導入し、その効果検証を行うとともに 障害分野にお
ける活用について、普及啓発を図ります。

　障害者（児）に対する医療費の助成や、必要なときに適切な
医療が受けられるような医療制度の充実などの取組を進めていま
す。

心身障害者（児）医療費の助成
　重度の身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者を対
象に、一定の要件を満たす場合には、医療費の自己負担の一部
を助成しています。

精神障害者医療費の助成
　自立支援医療費（精神通院医療）の自己負担分の一部や 18 
歳未満の方の入院医療費の一部を助成しています。

手当の支給
　身体障害者（児）、知的障害者（児）に対する福祉の増進を図
ることを目的に、手当の支給を行っています。国の制度として、
特別障害者手当、障害児福祉手当、特別児童扶養手当があります。
都の制度として、重度心身障害者手当、心身障害者福祉手当な
どがあります。

障害者（児）に対する医療支援・手当の支給

サービスを担う人材の養成・確保
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心身障害者（児）歯科診療
　心身障害者（児）を対象に、東京都立心身障害者口腔くう保
健センターや心身障害児施設などで専門の歯科診療を行っていま
す。

精神科救急医療体制
　公立及び民間病院等の協力を得て、夜間休日の精神科救急医
療を実施しています。
　また、夜間においては精神科の初期救急や、身体合併症を含
む二次救急にも対応し、救急医療体制の充実を図っています。

精神保健指定医による診察
　精神保健福祉法に基づき申請、通報又は届出のあった者につ
いて精神保健指定医による診察を行い、精神障害者への医療や
保護を実施しています。診察の結果、精神障害者が、その精神
障害のために、自傷他害のおそれが著しいと認められた場合には、
国・都立病院や指定病院に入院させる制度があります。

災害拠点精神科病院等の整備
　災害時において、被災病院から入院患者を受け入れる医療
機関を「災害拠点精神科病院」及び「災害拠点 精神科連携病
院」に指定し、災害時の精神科医療提供 体制の強化を図って
います。

災害時こころのケア体制整備事業
　大規模災害時の被災地において、こころのケアに関する対応が
円滑かつ迅速に行われるよう、精神科医療及び精神保健活動へ
の支援体制を整備し、災害支援体制の強化を図っています。

　障害者（児）やその家族などが抱える生活上の問題の相談窓
口を、児童相談所や福祉事務所（区市・都）、保健所に設置して
いるほか、専門的な機関等を設けています。

東京都心身障害者福祉センター
　身体障害者更生相談所及び知的障害者更生相談所として、補
装具及び愛の手帳の判定（18 歳以上）並びに区市町村に対する
専門的支援などを行っています。
　また、身体障害者手帳及び愛の手帳の発行等の業務も行って
います。

高次脳機能障害専用電話相談
　東京都心身障害者福祉センターでは、高次脳機能障害者の支
援拠点として本人・家族に対して生活や就労などの様々な相談に
応じています。

障害に関する相談・療育支援、その他

（総合）精神保健福祉センター
　精神障害者に対して専門職が医療や自立生活などの相談に応
じ、適切な指導や援助を行っています。
　また、精神医療審査会の事務や精神障害者保健福祉手帳の申
請に対する審査、自立支援医療費（精神通院医療）の支給認定
に関する事務などを行っています。

発達障害者支援センター
　相談支援、発達支援、就労支援などを行う専門機関です。自
閉症など発達障害を有する障害児（者）とその家族に対して、関
係機関と連携しながら各種相談や支援を行っています。

夜間こころの電話相談
　夜間に、臨床心理士や精神保健福祉士などによるこころの健康
に関する相談を行っています。

小児総合医療センターこころの電話相談室
　子供の発達やこころの問題、受診への迷いなどについて、心理
職が電話での相談に応じます。

障害者虐待への対応
　障害者虐待に関する相談や通報等については、区市町村その他
関係機関と連携して対応しています。
　虐待を受けたと思われる障害者を発見した方や、障害者虐待につ
いて相談したい方は、区市町村障害者虐待防止センター又は東京都
障害者権利擁護センターに御連絡ください。
　また、区市町村の担当職員及び施設・事業所の管理者等を対象に、
障害者虐待について理解を深め、専門性の強化を図るための研修を
実施しています。

旧優生保護法一時金受付・相談窓口
　「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金
の支給等に関する法律」により、国に一時金等の支給を請求する
場合の相談や請求書を受け付けています。

障害者に関するマーク等
　障害者に関するマークは、国際的に定められたものや法律に基づいているもののほか、障害者団体が独自に提唱しているものもあります。
そのうち、代表的なものを紹介します（各マークの詳細・使用方法等は、各関係団体にお問い合わせください。）。
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心身障害者（児）歯科診療
　心身障害者（児）を対象に、東京都立心身障害者口腔くう保
健センターや心身障害児施設などで専門の歯科診療を行っていま
す。

精神科救急医療体制
　公立及び民間病院等の協力を得て、夜間休日の精神科救急医
療を実施しています。
　また、夜間においては精神科の初期救急や、身体合併症を含
む二次救急にも対応し、救急医療体制の充実を図っています。

精神保健指定医による診察
　精神保健福祉法に基づき申請、通報又は届出のあった者につ
いて精神保健指定医による診察を行い、精神障害者への医療や
保護を実施しています。診察の結果、精神障害者が、その精神
障害のために、自傷他害のおそれが著しいと認められた場合には、
国・都立病院や指定病院に入院させる制度があります。

災害拠点精神科病院等の整備
　災害時において、被災病院から入院患者を受け入れる医療
機関を「災害拠点精神科病院」及び「災害拠点 精神科連携病
院」に指定し、災害時の精神科医療提供 体制の強化を図って
います。

災害時こころのケア体制整備事業
　大規模災害時の被災地において、こころのケアに関する対応が
円滑かつ迅速に行われるよう、精神科医療及び精神保健活動へ
の支援体制を整備し、災害支援体制の強化を図っています。

　障害者（児）やその家族などが抱える生活上の問題の相談窓
口を、児童相談所や福祉事務所（区市・都）、保健所に設置して
いるほか、専門的な機関等を設けています。

東京都心身障害者福祉センター
　身体障害者更生相談所及び知的障害者更生相談所として、補
装具及び愛の手帳の判定（18 歳以上）並びに区市町村に対する
専門的支援などを行っています。
　また、身体障害者手帳及び愛の手帳の発行等の業務も行って
います。

高次脳機能障害専用電話相談
　東京都心身障害者福祉センターでは、高次脳機能障害者の支
援拠点として本人・家族に対して生活や就労などの様々な相談に
応じています。

障害に関する相談・療育支援、その他

（総合）精神保健福祉センター
　精神障害者に対して専門職が医療や自立生活などの相談に応
じ、適切な指導や援助を行っています。
　また、精神医療審査会の事務や精神障害者保健福祉手帳の申
請に対する審査、自立支援医療費（精神通院医療）の支給認定
に関する事務などを行っています。

発達障害者支援センター
　相談支援、発達支援、就労支援などを行う専門機関です。自
閉症など発達障害を有する障害児（者）とその家族に対して、関
係機関と連携しながら各種相談や支援を行っています。

夜間こころの電話相談
　夜間に、臨床心理士や精神保健福祉士などによるこころの健康
に関する相談を行っています。

小児総合医療センターこころの電話相談室
　子供の発達やこころの問題、受診への迷いなどについて、心理
職が電話での相談に応じます。

障害者虐待への対応
　障害者虐待に関する相談や通報等については、区市町村その他
関係機関と連携して対応しています。
　虐待を受けたと思われる障害者を発見した方や、障害者虐待につ
いて相談したい方は、区市町村障害者虐待防止センター又は東京都
障害者権利擁護センターに御連絡ください。
　また、区市町村の担当職員及び施設・事業所の管理者等を対象に、
障害者虐待について理解を深め、専門性の強化を図るための研修を
実施しています。

旧優生保護法一時金受付・相談窓口
　「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金
の支給等に関する法律」により、国に一時金等の支給を請求する
場合の相談や請求書を受け付けています。

障害者に関するマーク等
　障害者に関するマークは、国際的に定められたものや法律に基づいているもののほか、障害者団体が独自に提唱しているものもあります。
そのうち、代表的なものを紹介します（各マークの詳細・使用方法等は、各関係団体にお問い合わせください。）。
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　援助や配慮を必要としている方々が周囲の方に配慮を必要としていることを
知らせることができるマークです。義足や人工関節を使用している方、内部障
害や難病の方、または、妊娠初期の方など、援助や配慮を必要としているこ
とが外見からは分からない方がいます。そうした方々が、周囲の方に配慮を
必要としていることを知らせることで、援助が得やすくなるよう、「ヘルプマーク」
を作成しました。
　障害者等で利用を希望する方に、都営地下鉄の駅等でヘルプマークを配付
するとともに、全ての都営交通の優先席にステッカーを標示しています。

◆ヘルプマーク

　障害者が、緊急時や平時に、周囲に理解を求めるための手段として、緊急連絡先や必要な支援内容を記載した「ヘルプカード」
を所持し、都内で統一的に活用できるよう、標準様式を策定しました。
　また、作成ポイントや支援者に必要な配慮をまとめた区市町村向けガイドラインを作成しました。
　各区市町村において、標準様式による「ヘルプカード」の作成が進み、障害者が都内で広く活用できるよう、普及促進を図っ
ていきます。

◆ヘルプカード

To Realize Reliable Welfare, Public Health and Medical Care Services 
for Present and Future Generations

(4) 生活福祉の推進
　生活の保障と自立の助長を目的とした生活保護制度、生活困窮者の個々の状況に応じた支援 を行う生活困窮者自立支援制度、都区共同
によるホームレスの自立支援、低所得者の生活安定 に向けた支援、高齢者や障害者を始め、誰もが自由に行動し、社会参加できる「福祉のま
ちづく り」、質の高い安定した福祉サービスの提供を担う福祉人材の確保・定着など、対象者別の福祉 を総合的・横断的に支える施策を進め
ていきます。

生活保護
　生活保護制度は、憲法第 25 条の理念に基づき、国が生活に
困窮する全ての国民に、その困窮の程度に応じて保護を行い、最
低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的とし
ています。

生活保護の仕組み
　生活保護は、一般勤労世帯の消費支出などを基にして、厚生
労働大臣が定める保護の基準によって保護が行われるものです。
保護は、生活扶助とその他の扶助（教育・住宅・医療・介護・出産・
生業・葬祭）に分かれ、保護を受ける人の世帯構成や収入など
の状況に応じて適用されます。保護費は原則として金銭で給付さ
れますが、医療や介護は現物給付されます。また、保護施設に入
所し保護を受ける場合もあります。平成 26 年度には、安定した
職業に就いたこと等により保護を必要としなくなった方へ給付する
就労自立給付金の創設など、自立を促進するための改正が行わ
れました。
<生活保護の現状>
　都内で保護を受けている人は、282,361  人、世帯 数では 
231,421 世帯、保護率（人口千人に対する比率）パーミルは 
20.5 ‰ です（令和２年９月現在）。
　世帯類型別では、高齢者世帯が 54.6％で最も多く、 傷病・障
害者世帯が 25.2％、その他世帯が 16.3％、母子世帯が 3.9％で
す。また、単身世帯が 84.0％と 大半を占めています（令和 2 年 
9 月現在）。

生活保護の相談・申請
　生活保護は、保護を必要とする本人又は、その扶養義務者、
同居の親族の申請に基づいて開始します。相談や申請の受付は、
原則としてお住まいの地域を担当する福祉事務所（島しょ部は支
庁）になります。

　社会福祉法第 2 条第 3 項第 8 号に規定される無料低額宿泊所
は、生計困難者に対して無料又は低額な料金で居室を提供し、
日常生活支援などを行っています。

無料低額宿泊所における居住環境改善への取組
　東京都は、社会福祉法に基づき無料低額宿泊所の設備の規模
及び構造並びに福祉サービスの提供の方法、利用者等からの苦
情への対応その他の無料低額宿泊所の運営について基準を定め
た、「東京都無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例
」を令和 2 年 4 月に制定しました。

「日常生活支援住居施設」の認定
　日常生活支援住居施設は、単独では居宅での生活が 困難な状
態である生活保護受給者を入居させ、その者 の状態に応じた自
立した日常生活及び社会生活を営む ことができるよう利用される
施設で、無料低額宿泊所 の中から最低基準の遵守や人員の増配
置等の一定の要 件を満たすものを、東京都が認定します。

無料低額宿泊所における居住環境改善
への取組
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